
本日はお忙しい中、弊社2027年２月期第１四半期決算説明会にご参加いただき、誠に
ありがとうございます。

執行役員 財務経理担当の大島でございます。
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本日は、こちらのアジェンダに沿って進めさせていただきます。
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まず、第１四半期の業績ハイライトでございます。

連結業績についてはお示しの通り、営業収益は1,538億円、営業利益は174億円、経常利
益は175億円、親会社株主に帰属する四半期純利益は 89億円 となりました。
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2027年2月期 第1四半期 連結業績ハイライト

連結 YoY
26年度通期

連結予想
進捗率

国内 YoY 海外 YoY

営業収益 1,538 億円 １13 ％ 891 億円 １10 ％ 653 億円 １16 ％ 6,000 億円 26 ％

営業利益 174 億円 135 ％ 59 億円 172 ％ 115 億円 123 ％ 450 億円 39 ％

経常利益 175 億円 127 ％ － ー － ー 450 億円 39 ％

親会社株主に
帰属する

四半期純利益
89 億円 206 ％ － ー － ー 150 億円 60 ％
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25/1Q 営業利益

１２９
億円

融資収益 
+３１

割賦収益
（包括・個別）

＋72

１７４
億円

YoY１３５％

金融収益 
+64

その他 
＋４

金融費用
+６８

貸倒関連費用
＋１９

その他費用
＋４０

営業収益  YoY１13％

（＋173億円）
営業費用 YoY１１０％

（＋１２８億円）

第1四半期 連結決算サマリ

連結営業収益はYoY113％、営業利益はYoY１３５％

• 連結有効ID数は6,058万人（期首差＋107万人）に拡大し、営業債権残高および取扱高が増加

国内基幹システムは計画通り６月稼働

• 本稼働により、新サービス等の提供スピード向上、データ活用高度化等の事業高度化を図っていく
• 2Qより償却費を計上 加えてシステム入替に係る一時費用(設備費)を計上見込み

２6/1Q 営業利益 ２6/1Q 純利益

８９億円
YoY206％

単位 ： 億円

収益 費用

こちらは連結決算サマリでございます。

当決算期の連結有効ID数は期首から107万人増加し、6,058万人に拡大、ID数の拡大が
営業債権残高および取扱高に寄与し、割賦収益および融資収益が増加しました。

国内のクレジットカード基幹システムは、計画通り６月26日に稼働を開始いたしました。
本システム移行により、オペレーション事務の円滑化に加え、お客さまニーズの変化に
対応できる新サービスの提供スピード向上、データ基盤の高度化等が可能となります。
当社の「稼ぐ力」を支える基盤として、今後の成長につなげてまいります。
 
通期業績予想の進捗率は、営業利益で39％、親会社株主に帰属する当期純利益の60％と、 
第１四半期としては高い進捗となりましたが、先ほど申し上げた基幹システム稼働に伴
い、第２四半期に、移行に係る一時費用の計上と、減価償却費の計上を予定しており、
年間の利益見通しは、据え置きとしております。

第１四半期の営業収益・営業利益の増減要因についてはグラフをご参照ください。
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2026年度業績予想

（単位：億円）

2025年度実績 2026年度予想

連結 連結 YoY 国内 海外

営業収益 5,693 6,000 +307 3,550 2,450

営業利益 606 450 ▲156 50 400

営業利益率 10.7% 7.5% ▲2.7pt 1.4% 16.3%

経常利益 606 450 ▲156 ー ー

当期純利益 210 150 ▲60 ー ー

1株あたり配当金
(年間、円)

53 53 ±0 ー ー

ROE 4.5% 3.2% ▲1.3pt ー ー

第１四半期は計画通りに進捗しており、第２四半期からの国内基幹システムに係る償却
などの計上を含め、経費が一時的に増加するため、今期の業績予想および配当予想は変
更ございません。
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国内事業

続いて、国内事業についてご説明します。



こちらは国内 営業利益の前年同期差を表したスライドです。

黄色い棒で表した営業収益は、分割払い債権の増加やショッピングリボ手数料率の変更
に伴うカード収益の拡大に加え、銀行の有価証券等の運用における利息・配当や、ロー
ン金利の改定による貸出金利息の増加に加え、有価証券売却益の計上により、前年同期
比で110%と拡大しました。

一方で、グレーの棒で表した営業費用は、イオン銀行の預金利息の増加や、国債等のリ
バランスの実施により、金融費用が58億円増加いたしました。
これらにより、営業費用は55億円増となり、国内事業の営業利益は、前年同期比で
172%の59億円となりました。
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[国内] 第１四半期 営業利益 前年同期差内訳

26/1Q 営業利益２5/1Q 営業利益

一般管理費等
＋42

販促費
+9

３４億円
5９億円
YoY172％

貸倒関連費用
▲２

• 金融収益の拡大が貢献 国債等のリバランス実施も前年同期を大幅に上回る

主
な
内
容

[営業収益]

・カード収益 ＋３３億円
 （包括信用購入あっせん収益＋３２億円、キャッシング収益＋1億円）

・金融収益 ＋６２億円
  （利息・配当+３２億円、貸出金利息+７億円、有価証券売却益+３８億円）

・他収益  ＋３２億円
  （役務取引収益+２６億円）

[営業費用] 

・金融費用   ＋５８億円
（預金利息＋1７億円、国債等のリバランス＋３２億円）

・販促費   ＋９億円

・一般管理費等  ＋４２億円
（電子マネー退蔵益引当金繰入額+２５億円、支払手数料+6億円、
システム運営費＋３億円）

金融収益 
+62

流動化益
▲6

他収益 
+32

金融費用
＋58

カード収益 
＋33

ｲｵﾝ・ｱﾘｱﾝﾂ
生命影響
（収益） 
▲42

ｲｵﾝ・ｱﾘｱﾝﾂ
生命影響
（費用） 
▲52

単位 ： 億円

費用減

収益増 収益減

費用増

営業収益  YoY１1０％

（＋８０億円）

営業費用 YoY１０7％

（＋５５億円）
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［国内］ 顧客基盤 ＜有効ID＞

1,000

1,800

2,600

3,400

4,200

• 有効ID数のYoY+351万人増加し、チャージ払い会員数の同+233万人増が成長を牽引

（万人）

23/1Q 24/1Q22/1Q

0

４,030万人

（YoY110% / 期首差＋105万人）

※有効ID ： イオンカードやAEON Pay、イオン銀行口座等の当社提供サービス利用の顧客数

※会員が重複する場合は、名寄せして集計

2６/1Q2５/1Q

稼ぐ力
の発揮

高効率経営
への転換

安全・安心
No.1

国内の顧客基盤の状況について、「有効ID数」は4,030万人と、AEON Payチャージ払
い会員の増加により順調に拡大しております。
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［国内］ 顧客基盤 ＜イオンカード、AEON Pay＞

• カード有効会員数は期首より4万人減少、前年同期差では12万人増加

• 4月より「イオンウォレット」アプリを新たに「AEON Pay」アプリとして提供開始

カード有効会員数・年間稼働率

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

800

1,000

1,200

1,400

1,600

AEON Pay有効会員数・年間稼働率

（万人）

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

1,３６8万人
(期首差＋160万人）

2,649万人
（期首差▲４万人）

0 0

（万人）

25/１Q ４Q 25/1Q 3Q
0 0

66.2％
(YoY▲0.3pt)

27.3％
(YoY▲０.6pt)

３Q 2Q２Q 4Q 2６/1Q

※年間稼働率=稼働会員数（有効会員のうち、年に1回以上決済利用した会員数）÷平均有効会員数×100

26/１Q

年間KPI：+1,800万人

(累計3,000万人)

  （進捗率8.9％）

稼ぐ力
の発揮

高効率経営
への転換

安全・安心
No.1

クレジットカードとコード決済「AEON Pay」についてです。

左側のカード有効会員数は、コスト見直しを目的としたカード更新基準の見直しにより、
前期末から微減しております。

右側のAEON Payの会員数は、期首から160万人増加いたしました。年間KPIに対する
進捗率は約９%となっておりますが、今後はグループアプリへのAEON Pay搭載など、
下期に会員数増加に向けた施策を予定しており、今後の進捗については改めてご説明い
たします。
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[国内] 自社決済取扱高

0

7,000

14,000

21,000

28,000 電子マネー取扱高

カードショッピング取扱高

自社決済 累計取扱高

（億円）

• 決済手段の利用分散が進み、電子マネー取扱高は前年同期比を下回る

• AEON Payは、イオングループ内外利用の促進に取り組み順調拡大

2兆５,１０２億円

（YoY 10２%）

24/1Q

ショッピング
2兆385億円

(YoY 104%)

電子マネー
4,７17億円

(YoY ９3%)

25/1Q23/1Q22/1Q
0

500

1,000

1,500

2,000 AEON Payチャージ払い

AEON Payクレジット払い

うち、AEON Pay取扱高

（億円）

クレジット払い
1,320億円

(YoY 150%)

チャージ払い
169億円

(YoY ２25%)

1,489億円

（YoY 156%）

年間KPI：1１兆円

（進捗率22.8％）

※電子マネー取扱高にはAEON Payチャージ払いを含む

2６/1Q2５/1Q2４/1Q26/1Q 23/1Q

稼ぐ力
の発揮

高効率経営
への転換

安全・安心
No.1

取扱高の状況です。
      
左側でお示ししている、ショッピング取扱高と電子マネーを合わせた自社決済取扱高は、              
２兆5,102億円となりました。

右側のAEON Payの取扱高については、会員数の拡大やイオングループ内外での利用企
画により、前年同期比156％の1,489億円となりました。



国内の高利回り債権についてです。

左側は債権流動化前の残高を示したグラフです。
基幹システムの移行を控え、一部キャンペーンの実施を見送った影響があったものの、
昨年９月に「あとから分割払い」を開始したことによる効果や、キャッシング債権の増
加などにより、残高は過去最高となる、8,967億円となりました。

右側は流動化実施後の残高推移をお示ししています。国内の総債権残高に占める高利回
り債権残高の構成比は、前年同期と比べ0.8ポイント上昇しました。

なお、本年11月11日以降のご利用分から、分割払い手数料の実質年率の引き上げを決定
しており、収益性のさらなる改善につなげてまいります。
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［国内］ 高利回り債権残高

0

2,500

5,000

7,500

10,000

リボ・分割残高

キャッシング･無担保ローン残高

（億円）

• 分割債権の拡大により、高利回り債権残高は過去最高

• 分割払い手数料を実質年率9.69%～12.42%から14.70%～17.91%に引き上げ

8,９６７億円
（期首差+１２８億円/YoY10４%）

ショッピングリボ
期首差▲２億円 

/YoY10１%

分割払い
期首差+８４億円

/YoY1６９%

キャッシング
期首差＋３６億円

/YoY10０%

無担保ローン
期首差＋１０億円

/YoY 10３%

22/1Q 23/1Q 24/1Q 25/1Q 26/1Q

債権流動化前残高推移 

15.1%

16.1%

17.1%
16.6%

17.4%

12%

16%

20%

24%

0

3,000

6,000

9,000

12,000

国内総営業債権
4兆６,５６６億円

高利回り債権比率と残高推移（債権流動化実施後）
※高利回り債権：リボ・分割、キャッシング、無担保ローン

構成比

7,５８２億円

６,1１0億円

（前期差+０.８ｐt）

年間KPI：+660億円

(９,500億円)

  （進捗率１9.4％）

7,５２１億円

６,６７９億円

22/1Q 23/1Q 24/1Q 25/1Q 26/1Q

高利回り債権
８,１１９億円

（期首差+２３９億円/ YoY10７%）

※2026年11月11日ご利用分より

※

稼ぐ力
の発揮

高効率経営
への転換

安全・安心
No.1



住宅系ローンの残高は、期首から332億円増加し、３兆9,380億円となりました。

取扱高は各行の金利引き上げにより、住宅ローンの金利差が縮小したことに加えて、
2025年 ４月に取扱いを開始した35年超の長期ローンの取扱いが寄与し、第１四半期で
は前年同期比131%となりました。

なお、５月１日付でイオン銀行の居住用住宅ローンの基準金利を、0.35％引き上げてお
りますが、改定後の金利適用は、６月の約定返済日の翌日からとなるため、貸出金利息
への影響は第2四半期もしくは第３四半期以降で数値に現れてまいります。

右側の法人向け債権残高については、昨年当社と統合したACSリースの人材や営業力を
活かした営業強化により、残高拡大につなげることができました。
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[国内] 住宅系ローン・法人向け債権残高

• 他行の先行利上げにより金利競争力が高まり、居住用住宅ローンの取扱高はYoY131%と改善

• 営業強化により、法人融資残高は順調拡大

住宅系ローン 残高 

（億円）

法人向け 債権残高

0

1,000

2,000

3,000

4,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

22/1Q 23/1Q 24/1Q 25/1Q 26/1Q22/1Q 23/1Q 24/1Q 25/1Q 26/1Q

（億円）

住宅ローン
取扱高
(YoY)

1,551
(110％)

1,388
(90%)

1,755
(126%)

923
(53%)

1,205
(131%)

3,854億円
（期首差+４７６億円/YoY1１７%）

年間KPI：+320億円

(3,700億円)

  （進捗率１４８．８％）

３兆9,380億円

（期首差+332億円/YoY105%）

稼ぐ力
の発揮

高効率経営
への転換

安全・安心
No.1



イオン銀行の口座数、預金残高についてです。

金利上昇局面においても、低利で安定した調達を重視し、生活口座としての利用促進に
取り組んでおります。

生活口座化を図るため、決済と紐づく口座数の拡大にむけ、クレジットカード、電子マ
ネーWAONが一体となった「イオンカードセレクト」の獲得を進めています。
総口座数は894万口座、期首から３万口座増加し、イオンカードセレクトの口座数は期
首から２万口座の増加となりました。

預金残高は５兆4,010億円となり、新生活等に伴う資金需要期であることもあり、期首
から若干減少したものの、今後も普通預金と定期預金のバランスをとり、新しい預金の
獲得に注力してまいります。
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[国内] 口座数・預金残高

イオン銀行 預金残高と構成比

22/1Q

5兆４,0１0億円

（期首差▲631億円/YoY １0３％）

（億円）

• イオンカードセレクト※の獲得を強化し、生活口座化を推進

• 普通預金残高は、各種施策の展開によりKPI目標の達成を目指す

年間KPI：
＋2,000億円

※ クレジットカード・イオン銀行キャッシュカード・電子マネーWAONの3つの機能を1枚にまとめた多機能カード

23/1Q 24/1Q 25/1Q 26/1Q

61%

38%

83%

15%

86%

12%

85%
５９%

４０%

３兆1,8１7億円

（期首差▲562億円/
YoY 99％）

2兆1,532億円

（期首差▲88億円/
YoY 110％）

597 
626 638 647 

200

400

600

800

1,000

22/1Q 23/1Q 24/1Q 25/1Q 26/1Q

総口座数数
セレクト数

0

（万口座）

８９４万口座

（期首差＋３万口座/YoY １02％）

総口座数とイオンカードセレクト口座数

６５０万口座

（期首差＋2万口座/

YoY １01％）

稼ぐ力
の発揮

高効率経営
への転換

安全・安心
No.1

0

15,000

30,000

45,000

60,000 定期預金残高

普通預金残高

61%
83%86%85%

５９%

38%15%12%
１4%

４０%
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預金 5.３兆円

前期差＋億円前期差＋億円

貸出金 ３.4兆円

割賦売掛金 １.2兆円

YoY▲1,159億円

現金預け金 ０.3兆円

[国内] 第1四半期 バランスシートの状況

平均利回り*1

平均預金金利 *1

0.45%
(YoY+0.12ｐｔ)

普通預金
５9％

定期預金
４0％

有価証券 1.0兆円

YoY＋1,736億円

その他資産 ０.４兆円

（49％）

その他負債 1.4兆円

純資産 0.1兆円

貸出金

• 国内調達の大半は銀行預金 普通預金構成比を拡大することで調達コストの低減を図る

• 資産における高利回り債権※の構成比を高め、資産収益性を高める

住宅系ローン *2

無担保ローン

０.92％

（YoY+0.06pt）

15.12％

（YoY▲0.０3pt）

9.1３％(YoY+0.0７pt) （17％）

※高利回り債権：リボ・分割、キャッシング、無担保ローン

YoＹ＋2,091億円

（）は期末時点の資産に占める構成比

15.９５%
（YoY+0.99pt)

法人融資

キャッシング

1.７5％（YoY+0.２3pt）

その他資産 0.9兆円

（15％）

YoY+１,744億円

（47％）

（13％）

（11％）

（2％）

割賦売掛金

（）は期末時点の割賦売掛金に占める構成比

リボ・分割 （26％）

*1 四半期収益又は費用（３月、4月、5月） ÷ 期間平均残高（3月、4月、5月） × ４
*2 居住用住宅ローンと投資用マンションローンの貸出金

（）は期末時点の貸出金に占める構成比

国内連結BS

稼ぐ力
の発揮

高効率経営
への転換

安全・安心
No.1

国内の資金調達についてです。

近年、国内の金利環境は大きく変化しており、政策金利は2023年のマイナス水準から、
2026年 ６月には1.00％まで引き上げられています。

こうした環境下で、当社の預金調達コストも前年同期比で 0.12ポイント上昇しました
が、第１四半期末時点で0.45％と、イオン銀行を有することで、金利上昇局面でも安定
した調達基盤を維持できることが強みであります。

左の貸出金利回りについては次のページで四半期推移でお話しさせていただきますが、
調達した資金を利回りの高い債権残高で運用することが当社の強みであります。



国内の預貸金利回りの四半期推移はご覧の通りです。

紫色の「貸出金および割賦売掛金」の利回りは、ショッピングリボ手数料の改定により
上昇しております。
赤色の「銀行業における貸出金」の利回りは若干低下しておりますが、これは金利上昇
局面における一時的な利鞘縮小と流動化を含めた収益計上時期のずれによるものです。

なお、これまでのページでお話の通り、５月１日にイオン銀行の居住用住宅ローンの基
準金利を改定しております。これは、第３四半期以降の数値に現れてくる見通しです。
また、11月11日からのご利用分から、クレジットカードの分割払い手数料の実質年率の
引き上げも決定しており、収益性のさらなる改善を図っております。

15AEON Financial Service Co., Ltd.

9.27%
9.63% 9.35%

9.97% 9.93%
9.41% 9.61%

10.58%

11.47%

1.00% 1.05% 0.98% 0.87% 0.99% 1.20% 1.28% 1.04% 1.03%

0.08% 0.12% 0.18% 0.22% 0.33% 0.34% 0.39% 0.37% 0.45%
0.00%

3.00%

6.00%

9.00%

12.00%

割賦売掛金+営業貸付金

銀行業における貸出金

預金

[国内] 預貸金利回り

円預金、貸出金・割賦売掛金、銀行業における貸出金の利回り推移

政策金利

25/1Q 2Q 3Q 4Q 26/1Q24/1Q 2Q 3Q 4Q

0.50% 0.７５%0.25%

• リボ手数料率の引上げ（年率15％→１8％）により、貸出金・割賦売掛金の利回りが上昇

• 26年5月、住宅ローンの基準金利を＋0.35%引き上げ 銀行業における貸出金の利回り上昇を見込む

24年3月～ 24年７月～

0～0.1%
2５年１月～ 2５年１2月～

稼ぐ力
の発揮

高効率経営
への転換

安全・安心
No.1
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[国内] コスト構造改革の進捗

• 銀行ATMのコスト改革や特典等の見直しによる、商品・サービスの見直し、

AI活用、外部委託削減等の体制見直しによる生産性改革を進め、２６年度は27億円の改善を目指す

稼ぐ力
の発揮

高効率経営
への転換

安全・安心
No.1

FY2026
改善目標

FY20２７
見通し

商品・サービスの見直し
顧客ニーズに合わせた条件改定・
コスト最適化 、 ATM改革 等
(廃止・運用見直し等）

▲16億円 ▲４0億円

AIを中心とした生産性改革
債権管理、コンタクトセンター等の
AIオペレーター等の活用・
業務効率化

▲１１億円 ▲２0億円

※コスト削減額は、FY２０２５差

▲２７億円合計 ▲６0億円

国内のコスト構造改革の進捗についてです。

銀行ATMのコスト改革や特典の改定などの、商品・サービスの見直し、AI活用、外部
委託費用の削減等の体制見直しによる生産性改革を進めております。26年度は27億円の
改善を目指すとともに、27年度は中期経営計画でお示ししている削減目標である、60億
円を27年度に上回れるよう、ボトムアップでのコスト見直しを現在進めております。



費用コントロールについて、毎四半期お示ししている、貸倒関連費用率と人件費率の推
移はご覧の通りとなりました。

貸倒関連費用率は安定推移しており、人件費率は前年比で2.6ポイントの改善となりま
した。

昨年のイオン・アリアンツ生命の事業譲渡、一昨年のショッピングモール内に設置する
保険カウンターとイオン銀行店舗の統合など、これまで行ってきた事業ポートフォリオ
の見直しが、当社グループの経営資源のより適切な配分につながり、収益構造の効率化
に寄与しています。

17AEON Financial Service Co., Ltd.

［国内］ 貸倒関連費用率、人件費率の推移

• 営業債権残高に対する貸倒関連費用率は、引き続き低位で安定

• 人件費率はYoYで2.6pt改善、事業ポートフォリオ見直しが収益構造の効率化に寄与

貸倒関連費用率の四半期推移

※営業貸付金と割賦売掛金の合計残高に対する貸倒関連費用率

0.1%

0.2%

0.3%

0.4%

0.5%

0.6%

人件費率の四半期推移

15.0%

16.0%

17.0%

18.0%

19.0%

20.0%

四半期
実績

2Q 26/1Q24/1Q 4Q3Q 25/1Q 2Q 3Q 4Q

FY24 実績
18.2％

FY25実績
16.9％

※人件費/営業収益比率

2Q 26/1Q24/1Q 4Q3Q 25/1Q 2Q 3Q 4Q

FY26 KPI 
15.5%

稼ぐ力
の発揮

高効率経営
への転換

安全・安心
No.1
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海外事業

続いて、海外事業についてご説明します。
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[海外] セグメント別 業績ハイライト

• 為替による押し上げ効果もあり、全エリアで増収増益

海外事業 中華圏 メコン圏 マレー圏

YoY YoY YoY YoY

営業収益 653 億円 １16 ％ 98 億円 116 ％ 260 億円 １07 ％ 294 億円 １25 ％

営業利益 115 億円 １23 ％ 33 億円 １34 ％ 41 億円 １03 ％ 40 億円 141 ％

＜参考＞

貸倒関連費用
203 億円 １12 ％ 20 億円 103 ％ 84 億円 107 ％ 99 億円 １20 ％

期中平均レート ※（）内は前年同期差

HKD ： 20.28円(7.9％円安)    THB ： 4.93円(12.8％円安)     MYR ： 40.10円(19.5％円安) 

海外事業では、円安による押し上げ効果もあり、全エリアで営業収益、営業利益ともに
前年同期を上回りました。

次のページから各エリアの損益の詳細についてご説明させていただきます。



まず、中華圏です。

営業収益は、民間消費が緩やかに回復する中、クレジットカード販促施策の強化やロー
ン商品の拡充などが奏功し、取扱高および残高が伸長した結果、前年同期比116％の
２桁成長を達成いたしました。

営業利益は、これまで強化してきた途上与信の高度化が寄与し、貸倒引当金の抑制につ
ながったことから、前年同期比134％と大幅増益となりました。

20AEON Financial Service Co., Ltd.

[海外] 中華圏の業績ハイライト

営業収益 営業利益前期差内訳

収益
+13

金融費用
▲0.3

貸倒関連
費用

+0.6
その他

+3

人件費
+1

33億円

(YoY １34%)

24億円

• ターゲティング営業を通じた販促強化等により取扱高・残高が増加し、営業収益は増収

• 営業利益は途上与信の精緻化による貸倒関連費用の抑制等によりYoY１３４％

0

30

60

90

120

98億円

(YoY 116%)

（億円）

23/1Q22/1Q 24/1Q 25/1Q 26/1Q 26/1Q25/1Q

期中平均レート ※（）内は前年同期差

HKD ： 20.28円(7.9％円安)    THB ： 4.93円(12.8％円安)     MYR ： 40.10円(19.5％円安) 



メコン圏では、為替による押し上げ効果の影響もあり、営業収益は前年同期比107%と
なりました。

タイでは中東情勢の影響を受けた物価上昇を背景とした消費者心理の悪化もあり、営業
債権残高が減少しているものの、貸倒関連費用や販促費等の抑制により、営業利益は前
年とほぼ同額を維持しました。

21AEON Financial Service Co., Ltd.

営業利益前期差内訳

• 為替による押し上げ効果に加え、貸倒関連費用や販促費等の費用抑制の取り組み強化により増収増益

[海外] メコン圏の業績ハイライト

営業収益

0

100

200

300

（億円）

収益
＋19

金融費用
▲0

貸倒関連
費用
＋５

その他
＋7

26/1Q25/1Q

人件費
＋2

4０億円

41億円

(YoY １03%)

260億円

(YoY １07%)

ACF
ベトナム※

+4

※AEON Consumer Finance Company Limited
（旧PTF社）

23/1Q22/1Q 24/1Q 25/1Q 26/1Q

期中平均レート ※（）内は前年同期差

HKD ： 20.28円(7.9％円安)    THB ： 4.93円(12.8％円安)     MYR ： 40.10円(19.5％円安) 



マレー圏の状況です。

マレーシアでは、バイクや中古車の個品割賦に加え、クレジットカード取扱高も順調に
拡大し、営業収益は前年同期比125%となりました。

営業利益は、債権残高が増加する中、回収部門へのAIオペレーター導入により回収体制
を強化し、貸倒関連費用の増加を抑制できたこと等から、前年同期比141％と順調に推
移しました。

22AEON Financial Service Co., Ltd.

営業利益前期差内訳

• 大型バイクの個品割賦の取扱高伸長による残高増加がけん引し、増収

• 債権残高が増加する中、AIオペレーターの活用等により貸倒関連費用の増加を抑制し、増益

[海外] マレー圏の業績ハイライト

営業収益

0

100

200

300

（億円） 収益
＋57

金融費用
＋11

貸倒関連
費用
＋16

その他
＋6

人件費
＋5

ABKM
(デジタル
バンク)

＋6

40億円

(YoY 141%)

28億円

26/1Q25/1Q

294億円

(YoY 125%)

23/1Q22/1Q 24/1Q 25/1Q 26/1Q

期中平均レート ※（）内は前年同期差

HKD ： 20.28円(7.9％円安)    THB ： 4.93円(12.8％円安)     MYR ： 40.10円(19.5％円安) 



海外上場３社の債権残高およびNPL比率の四半期推移です。

各国、中東情勢等によりマクロ環境が急激に変化するなか、与信、回収体制の強化を図
ることで、営業債権残高に占める貸倒関連費用率は概ね安定して推移しております。

マレーシアにおいては、前期末に、政府による支援プログラムに関して基準を変更し債
権区分の見直しを行ったことで、前期末と比較して費用率が上昇しているように見えま
すが、安定して推移しております。

今後も残高拡大にあわせ貸倒関連費用をコントロールし、低減に向けて回収施策の強化
を推進してまいります。
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

0.0%

3.0%

6.0%

9.0%

12.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

0.0%

3.0%

6.0%

9.0%

12.0% 営業貸付金（右軸）

割賦売掛金（右軸）

NPL比率（左軸）

貸倒関連費用/営業債権残高（左軸）

[海外] 上場子会社の債権残高およびNPL推移

（億円）

0

1,750

3,500

5,250

7,000

0.0%

3.0%

6.0%

9.0%

12.0%
（億円） （億円）

■ ACSA（香港） ■ AEONTS（タイ） ■ ACSM（マレーシア）

• 香港：途上与信の精緻化・初期延滞債権の回収強化により、NPL比率・費用率ともに改善

• タイ ：債権残高が前期末比で減少するも、NPL比率・費用率はともに安定

• マレーシア：NPL比率は低位安定 貸倒関連費用率の低減に向けて回収施策強化を推進

期末日レート ※（）内は前四半期差

HKD ： 20.34円(2.2％円安)     THB ： 4.90円(2.4％円高)         MYR ： 40.19円(0.3％円安) 

※リストラクチャリング契約債権のNPL認識基準の見直し影響

※

※

※２４年２Qに発生した洪水被害に対する引当金の取崩し影響 ※政府支援プログラム（AKPK）適用債権の区分見直しによる影響

※

20262024 2025 20262024 202520262024 2025
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0

100

200

300
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25/3Q 25/4Q 26/1Q

[海外] 重点国の事業概況

0

20

40

60

25/3Q 25/4Q 26/1Q

（億円）（億円）

■ カンボジア■ ベトナム

期末日レート(ベトナム・カンボジアは3月末時点) ※（）内は前四半期差

1万VND ： 60.26円(1.2％円安) USD ： 159.9３円(2.2％円安) MYR ： 40.19円(0.3％円安)

0

20

40

60

25/3Q 25/4Q 26/1Q

（億円）

■ ABKマレーシア

• ベトナムはポイント会員への融資提供を強化、カンボジアは下期にバコン（中央銀行のデジタル通貨）との連携開始を予定

• ABKマレーシアではAI家計アドバイザー機能を搭載し利便性向上 26年6月に事業者向け融資を開始

会員数 １６万人
(期首差+0.1万人）

378万人
(期首差+16万人）会員数

WAON POINT
預金残高 ２８９億円

(期首差+58億円）

基
盤

営
業
債
権
残
高

378億円
(期首差＋11億円)５１億円

(期首差＋6億円)

５１億円
(期首差＋15億円)

稼ぐ力
の発揮

高効率経営
への転換

安全・安心
No.1

こちらは中期経営計画で海外の重点国として位置付けている、べトナム、カンボジアと
マレーシアのデジタルバンクの事業概況です。KPIである営業債権残高に加えて、基盤
となる会員数や預金残高の状況を今期から四半期毎に報告させていただきます。

３社とも、会員基盤、営業債権残高ともに順調に拡大しております。

ベトナムはWAONポイント会員数が順調に拡大し、会員への融資提供を強化しており
ます。カンボジアは下期に中央銀行のデジタル通貨であるバコンとの連携開始に向け、
足元で準備を進めております。ABKマレーシアでは、 26年６月に事業者向け融資を
開始し、融資残高の拡大を進めております。
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中期経営計画(2026～2030年度)KPIの進捗状況

指標(KPI)
2025年度

実績
2026年度

目標
1Q実績

単位 通期進捗

国内

AEON Pay有効会員数 (万人) 1,208 3,000 1,368
（期首+160）

8.9%

普通預金残高 (兆円) ３.２ ３.4 3.1
(期首▲0.05)

ー

自社決済取扱高 (兆円) 9.8 11.0 ２.５
（YoY+0.05）

２2.8%

個人向け営業債権残高※１

（高利回り債権残高）
(億円) 8,838 9,500 8,967

（期首+128）
19.4%

法人向け営業債権残高 (億円) 3,378 3,700 3,854
(期首+476)

１４８.８％

収益人件費率 (%) 16.9 15.5 15.4
（YoY▲2.6pt）

ー

海外

営業債権残高(上場3社※2) (億円) 11,577 12,900 11,634
(期首+56)

４.3％

営業債権残高(重点国※3) (億円) 411 590 429
(期首+17)

１0.0％

20３０年度
目標

6,000

５.６

19.0

12,6０0

5,300

12.0

17,500

2,0００

※1 債権流動化前 ※2 イオンバンク(マレーシア)を含む ※3 ベトナム、カンボジアの子会社合計

中期経営計画のKPI進捗状況の一覧です。

AEON Payの有効会員数の拡大など、これから施策を開始するものなどもあり、通期進
捗に対して出足が厳しい指標もございますが、引き続き達成を図るとともに、取り組み
については中間期の決算発表でもご説明させていただく予定です。
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【質疑応答】 

■JP モルガン証券 佐藤アナリスト 

Q１.第 1 四半期実績は進捗率が高いように見える。第 2 四半期以降の国内基幹システム稼

働に伴う費用計上を踏まえても、上振れが期待できる要素があれば教えてほしい。また、

イオン銀行の住宅ローン金利やクレジットカードの分割払い手数料の改定、投資有価

証券売却益等が計画に対してどのように影響するのか教えてほしい。 

 

（常務執行役員 経営企画兼次期クレジットカードシステム構築チーム担当兼 

経営企画本部 本部長 西村 信一郎） 

A１.第 1 四半期の業績はインラインで進捗している。利鞘効果や構造改革による費用抑制

効果を着実に出せるよう、取り組みを進めていきたい。有価証券売却益については、国

債の売却損と打ち消しあっている要素もある。有価証券運用ポートフォリオのリバラン

スの一環とご理解いただきたく、全体の利益をけん引する構図ではない。また、居住用

住宅ローンの流動化は予算には織り込んでいない。顧客基盤から得られる利鞘や手数

料により、利益を積み上げていきたい。海外は国ごとに事業環境や進捗に差があるため、

消費動向を見ながら、収益と貸倒のバランスをコントロールしていく。 

 

Q２.有価証券売却益について、特別利益で計上されている部分は計画に入っていたものか。 

 

（常務執行役員 経営企画兼次期クレジットカードシステム構築チーム担当兼 

経営企画本部 本部長 西村 信一郎） 

A２.特別利益は株式売却益によるもの。予算段階では売却益の金額までは正確に読み切っ

ていないが、一定程度は織り込んでいた。 

 

■大和証券 渡辺アナリスト 

Q１.有価証券売却益について、資料 P7 に記載の前年対比 38 億円増の中身を教えてほしい。

また、今後も国債リバランスを行う場合、売却益でオフセットできるのか。 

 

（常務執行役員 経営企画兼次期クレジットカードシステム構築チーム担当兼 

経営企画本部 本部長 西村 信一郎） 

A１.有価証券売却益と国債のリバランスは、数四半期にわたり継続している。長期国債など

含み損のある資産と、含み益のある投資信託等を売却し、収益のネットを整えている。

金利上昇に備えたリバランスであり、2Q 以降も同様のオペレーションが続くと考えて

いる。金利や需給環境を見極めながらコントロールしていきたい。 

 

Q２.その他有価証券の含み益はイオン銀行 （26 年 3 月末時点）で 51 億円あったと思うが、

第 1 四半期で多くを出してしまった印象。今後も売却益は期待できるのか。 

 

（常務執行役員 経営企画兼次期クレジットカードシステム構築チーム担当兼 

経営企画本部 本部長 西村 信一郎） 



A２.有価証券ポートフォリオのリバランスは、当面継続する見込み。含み益のある資産の売

却益を活用しながら、含み損のある資産の売却損を一定程度相殺するオペレーション

は続くとみている。 

 

■SMBC 日興証券 原アナリスト 

Q１.コスト面の見通しについて。第 2 四半期以降でかかる基幹システム稼働のコスト増、

販促費、人件費率の見通しについて見立てを教えてほしい。 

 

（常務執行役員 経営企画兼次期クレジットカードシステム構築チーム担当兼 

経営企画本部 本部長 西村 信一郎） 

A１.コスト構造改革の取り組みについて、当期に実現可能な施策はすでに実行に移してお

り、段階的に効果が発現する見込み。例えば、AI オペレーターについては、マレーシ

アでコールセンター業務の一部を担っており、債権管理部門等で実用化している。国内

ではまだ事例が少ないものの、今後チャレンジしていくことで、来年度以降の効果につ

なげていきたい。また、AEON Pay の ID 数はまだ 1,400 万を超えていない状況であり、

会員獲得に向けて販促費はメリハリをつけて投下していく。人件費については、将来的

な AI 化も見据え、コールセンターや債権管理のオペレーション人員の自然減が効果と

して表れてくるとみている。既存人員の生産性向上を通じた人件費率低減に向け体質改

善を進めており、その効果を着実に出していきたい。 

 

Q２.国内基幹システムについて、今期は償却費と移行に係るワンタイムコストで 150 億円

程度発生するという前提に変化はないか。 

 

（常務執行役員 経営企画兼次期クレジットカードシステム構築チーム担当兼 

経営企画本部 本部長 西村 信一郎） 

A２.一時費用と減価償却費の合計で 150 億円程度という前提に変更はない。今年度は減益

を見込んでいるが、計画を着実に達成し、上振れ要素を積み上げていくことが足許の取

り組みである。 

 

■みずほ証券 坂巻アナリスト 

Q１.国内事業の前年同期比の増減要因について確認したい。役務収益はどのような要因で

増益となっているのか。 

 

（常務執行役員 経営企画兼次期クレジットカードシステム構築チーム担当兼 

経営企画本部 本部長 西村 信一郎） 

A１.国内の役務収益については、住宅ローン取扱高の回復に伴う手数料収や電子マネーの

チャージおよび取扱いに係る手数料収入など、複数の要因が寄与している。一つひとつ

の影響は大きくないものの、いずれも持続性のある増収効果と捉えている。 

 



■ゴールドマンサックス証券 黒田アナリスト 

Q１.AEON Pay の有効会員数が低水準にとどまっているが、進捗は社内計画に対してイン

ラインなのか。また、下期のテコ入れに係る販促費は計画に織り込まれているのか。あ

わせて、AEON Pay の稼働率 27%の定義について教えてほしい。 

 

（常務執行役員 経営企画兼次期クレジットカードシステム構築チーム担当兼 

経営企画本部 本部長 西村 信一郎） 

A１.AEON Pay の会員数拡大は、中計における国内事業の重点施策の一つとして掲げてい

るが、1Q はやや弱い立ち上がりとなった。今後の打ち手としては、イオングループ各

社のアプリにおける導線整備やプロモーションの拡大が重要な要素になると考えてい

る。また、利用可能加盟店の拡大、自治体によるキャッシュレス還元施策への対応、給

付金のポイント交換先として WAON POINT を選択いただけるような取り組みを進め

ていく。こうした取り組みを通じて、AEON Pay 利用による顧客体験を広げ、目標達成

に向けて進めていきたい。稼働率については年間稼働で定義しており、過去分も同じ定

義で見直している。会員の裾野を広げるとともに、AEON Pay を継続的に利用いただく

ことが稼働率の向上につながる。日常払いで利用できる点も AEON Pay の特徴として

訴求していきたい。なお、下期のテコ入れ策にかかる販促費は計画に織り込んでいる。 

 

■モルガンスタンレーMUFG 証券 竹村アナリスト 

Q１.KPI の進捗について確認したい。上場海外子会社の営業債権残高について、足元の評

価と今後の見通しをどのように見ているか。また、法人向け営業債権が強いように見え

るが、その背景を教えてほしい。 

 

（常務執行役員 経営企画兼次期クレジットカードシステム構築チーム担当兼 

経営企画本部 本部長 西村 信一郎） 

A１.海外上場３社の KPI である営業債権残高については、地域によって進捗に差がある。

マレーシアは伸長している一方、タイは貸倒とのバランスを見ながら慎重に積み上げて

いく必要がある。足元の進捗には弱さもあるが、現在の施策を着実に進めることで、結

果として残高の拡大につなげていきたい。香港はマレーシアほどの伸びではないものの、

失業率の横ばいや景気回復を背景に、順調に伸長している。まずは予算の達成に注力し

ていく。国内の法人融資については、イオン生活圏に近い資金需要を着実に取り込むサ

プライチェーンファイナンスを施策として掲げているが、実例を積み上げていくことは

容易ではないため、少しずつ実績を増やしていきたい。 

 

■野村證券 郭アナリスト 

Q１.2Q 以降のカードショッピング取扱高について、期末に向けて増加ペースが変化する想

定かと思うが、どのような推移を見込んでいるのか。 

 

（常務執行役員 経営企画兼次期クレジットカードシステム構築チーム担当兼 

経営企画本部 本部長 西村 信一郎） 



A１.天候不順の影響もあり、春から梅雨にかけての売上は厳しい状況であった。足元でも急

回復するほどの力強さはまだ感じていない。今後はグループ内特典を充実させ、イオン

で購入するのであれば AEON Pay を利用しようと思っていただけるような施策を打っ

ていく。計画達成に向けて、引き続き取り組んでいきたい。 

 

Q２.基幹システムの移行により、ポジティブな影響を及ぼす可能性があるのか。 

 

（常務執行役員 経営企画兼次期クレジットカードシステム構築チーム担当兼 

経営企画本部 本部長 西村 信一郎） 

A２.データ活用は、これまでも大きな課題であった。イオンの小売データを活用できる優位

な立場にありながら、その強みを十分に活かしきれていないという課題認識がある。例

えば、ショッピングに限らず、イオン銀行の口座を持つ顧客の決済データを分析し、カ

ードローンの提案につなげるといった取り組みについて、少しずつ成果につながる兆し

が見えてきている。今後は、販促費をより効果的に活用する観点から、どのような特典

を訴求すべきかを見極めるとともに、ローン等の資金需要の把握にもデータを活用して

いく。 

 

■大和証券 渡辺アナリスト 

Q１.配当政策について。上振れ基調の業績において、配当の上方修正は考え方としてあり得

るのか。 

 

（執行役員 財務経理担当 兼 財務経理本部本部長 大島 一将） 

A１.配当については中計で示した通り。利益を達成し、営業 CF の確保に注力したい。 

 

■JP モルガン証券 佐藤アナリスト 

Q１.全東信の破綻によって何かしら影響があるのか。提携カード会社の一社に入っている

が、何か影響が考えられるのであれば整理いただきたい。 

 

（常務執行役員 経営企画兼次期クレジットカードシステム構築チーム担当兼 

経営企画本部 本部長 西村 信一郎） 

A１.当社だけに大きな影響や契約外の対応が生じているわけではなく、他のカード発行会

社と同様の対応になると認識している。 

 

■SMBC 日興証券 原アナリスト 

Q１.全東信の債権者名簿によると、イオン銀行の債権が確認できるが、当該債権は引当済

みなのか。もしくは、2Q 以降の業績影響として見込まれるのか。 

 

（常務執行役員 経営企画兼次期クレジットカードシステム構築チーム担当兼 

経営企画本部 本部長 西村 信一郎） 



A１.個別の融資に関する詳細は控えさせていただくが、2Q 以降に必要な手当を行うことに

なる。融資については保全されている部分もあるため、業績への影響は軽微である。 

 

以 上 
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